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首相による 
前書き 
英国は、ビジネスを行うのに最適な国です。この国は、商業取引、企
業活動、イノベーションで自らを築き上げてきました。これからの数
年間、政府はこの国をさらに力強く、公正で、世界に開かれた国にし
ていきます。英国は欧州連合を離脱しますが、これまでと変わらず、
世界中の優れた人材を歓迎し、あらゆる市場とつながり、多くの国々
からの投資を積極的に推進していきます。 
私が首相就任後、Industrial Strategy1 の策
定を最初の仕事としたのもそのためです。英
国のもつ数々の強みを基盤として、未来にふ
さわしい経済を構築するのが目的です。自由
市場経済国家として成功するには、確固たる
柱が必要です。それは、労働者のスキル、質
の高いインフラ、そして、公正かつ予測可能
なビジネス環境です。この点、英国には数多
くの強みがあります。英国の大学と科学研究
者の質は、どの国にも負けません。医薬品、
航空機器、クリエイティブ産業、自動車等、
世界を率いる産業セクターがこの国には多数
あります。しかしグローバル経済の中で繁栄
を実現するには、現状に甘んじるわけにはい
きません。労働者のスキルアップ、輸送イン
フラの大幅改善を始めとして、国のあらゆる
部分の水準を引き上げる必要があります。本
Industrial Strategy は、政府と産業界のパー

トナーシップを通じてこれらを実現する方法
を示しています。政府は英国をテクノロジー
革命の最先進国とすべく、大規模に研究開発
費を投じ、しかもそれを継続的に増額してい
きます。政府は、若者が高度専門職に必要な
能力を身につけるための、明確で野心的な計
画を立案します。英国経済にとって戦略的価
値のある産業セクターを特定し、その振興の
ために公民パートナーシップを築きます。AI、
ビッグデータ、クリーンエネルギー、自動運
転車両等、現在急成長している産業分野で、
英国は世界をリードしていきます。 
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今から 200 年前、英国で産業革命が始まり、
世界に広まりました。30 年前には、自由市
場を広げる大胆な改革を実施し、世界の国々
の範となりました。今日の英国もまた、過去
に劣らない大志を抱いています。欧州連合を
離脱し、独自の道を歩み始める英国は、未来
にふさわしい真にグローバルな国をめざし
ます。
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首相
テリーザ・メイ
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Industrial Strategy White Paper

国務大臣による 
前書き
現在私たちは、グローバルビジネスの歴史において最も重大かつ刺激
的で、しかも試練に満ちた時代を迎えています。
新しいテクノロジーの登場により、労働者、
市民、消費者としての私たちの生活は、世界
中で変貌を遂げつつあります。

英国は、この新たな産業革命から恩恵を得る
うえできわめて有利な立場にあります。創造、
イノベーション、競争を基礎におく英国は、進
取の気性に富むオープンな経済国家です。こ
の国には、世界トップクラスの大学と研究機
関があります。高いスタンダードと定評ある
機関を有する安定的な法治国家であり、ビジ
ネスのしやすい国として優れた評価を確立し
ています。雇用状態も良好で、現在、歴史的
にきわめて高い水準にあります。英国は、地
理上の位置、英語、さまざまな国との結びつ
き、開かれた思想、活気あふれる文化など、
数々の強みをもつ、世界の十字路の国です。
金融サービスから先端製造業、ライフサイエ
ンス、クリエイティブ産業など、英国の産業
セクターの多くが世界をリードしています。

目の前のチャンスから利益を得るには、まず、
それをつかみ取らねばなりません。それはど
んな時でも真実ですが、英国が欧州連合離脱
を決定した現在、いっそう重要な意味をもち
ます。

英国は経済的決定権の多くを自ら手にし、そ
のことは死活的重要性をもちます。

本 Industrial Strategy では、強みをどう活
かし、将来に向けて拡充し、目前のチャンス
をつかみ取るかについて、説明しています。

同時に、真摯な戦略であれば、強みだけでな
く弱みにも取り組む必要があります。英国に
は、潜在的能力の全面的開花を妨げる障害が
存在するからです。

世界的大企業、優れた労働力、繁栄する多く
の地域がある一方で、本来の生産性を発揮で
きていない企業、人、地域が存在します。

雇用を維持しつつ生産性を引き上げること
で、英国の収益力は高まります。生活水準が
向上し、公共サービスが財政的に支援され、
すべての国民のクオリティオブライフが改善
します。

したがって本 Industrial Strategy が示すと
おり、政府は生産性の 5 つの柱 ― アイデア、
人材、インフラ、ビジネス環境、地域社会 ― 
を計画的に強化していきます。

そして、生産性改善への道筋とならび、英国
がグローバルな技術革命をリードできる 4 つ
の分野についても本文書は明らかにしてい 
ます。

6 



この 4 つの Grand Challenges – AI とビッ
グデータ、クリーンな成長、未来のモビリ
ティ、高齢化社会のニーズ充足 ‒ は、一
流の科学者・技術者のアドバイスにもとづ
き特定されたものです。これらについては
Industrial Strategy Challenge Fund が財
務的支援を行い、合わせて同規模の民間投資
も奨励します。

本 Industrial Strategy は、現在および将来
の意思決定に役立つ情報を提供します。永続
的な政策と諸機関を打ち立てることで、多く
の国々が便益を享受してきました。英国もそ
れをめざします。政府の Green Paper2 作成
にあたっては英国中の 2,000 を超える組織
から意見をいだたき、それが本戦略の策定に
も活用されました。

英国政府は、イノベーター、発明家、雇用者、
地域社会指導者、スコットランド・ウェール
ズ・北アイルランド各自治政府、労働者、消
費者のすべてとパートナーシップを組み、英
国を未来にふさわしい国にすべく努力を続
けていきます。
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ビジネス・エネルギー・産業戦略省国務大臣
グレッグ・クラーク  
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序論



 9

Nam quiaeperibus 
eictur adic te 
proratam, aut 
dicium quo quam 
aceaqui blatemo 
luptaepudam.

 Ide inte pererum 
arum nihitat 
as inctate nim 
harum et duciis 
ad ut ariberibust, 
sequunt od eium 
quibus, tentus 
et unt ommolor 
ecaero ipsam.

Tem veligenis 
ullorer rorition 
enis eum quiae 
posam, sin 
ratquissima volecer 
sperumquam 
que erum



Industrial Strategy 概要

全体像：英国全体の生産性と収益力を大幅に引
き上げる経済を構築

アイデア
世界で最もイノベーション力のある経済

人材
良質な仕事につき収入を増やすチャン
スをすべての人に

生産性の柱
5 インフラ

国内インフラを大規模に改善

ビジネス環境
事業の立ち上げ・拡張に最適な国

地域社会
豊かなコミュニティを英国全土で実現

英国をこれからの産業先進国にする Grand Challenges

AI およびデータ経済
英国を AI（人工知能）とデータ革
命の最先進国にします

将来のモビリティ
人、物、サービスの移動方法を変え
るモビリティ産業で世界をリード
します

経済変革のビジョンを実現する 5 つの基礎

クリーンな成長 
世界で進む低炭素経済への移行におい
て、英国の優位性を最大限活用します

高齢化社会
イノベーションを活用して高齢化社会
のニーズに応えます

10
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主要政策 :

アイデア
▶  研究開発 (R&D) への総投資額を、2027 年

までに GDP の 2.4% に引き上げ。 
▶  R&D 税額控除率を 12% に引き上げ。
▶  イ ノ ベ ー シ ョ ン の 価 値 の 獲 得 の た め、

Industrial Strategy Challenge Fundを新
設し、総額 7 億 2,500 万ポンドのプログラ
ムを実施。

人材
▶  世界に比肩する優れた技術教育システムを

確立し、英国の一流高等教育システムと並
ぶ水準に引き上げ。

▶  STEM（科学・技術・工学・数学）分野のスキ
ル不足を解消すべく、数学、デジタル教育、
テクニカル教育に4億600万ポンドの追加
投資。

▶  再 教 育 を 支 援 す る National Retraining 
Scheme を創設し、まずはデジタル・建設
分野の職業訓練に 6,400 万ポンドを投入。

インフラ
▶  National Productivity Investment 

Fund を 310 億 ポ ン ド に 拡 大 し、 輸
送、住宅、デジタルインフラへの投資を
支援。

▶  電気自動車開発支援として充電スタンドイ
ンフラ整備に 4 億ポンドを投入し、さらに
プラグイン車への助成金も 1 億ポンド増額。

▶  5G 展開に 1 億 7,600 万ポンド、光ファイ
バーネットワークの地域整備推進策に 2 億
ポンド等、10 億ポンド超の公共投資でデジ
タルインフラを強化

ビジネス環境
▶  Sector Deals の締結と展開 ‒ 業種別に生

産性向上を図る政府と産業界のパートナー
シップ。ライフサイエンス、建設業、AI、自
動車の 4 分野から開始。 

▶  British Business Bankが発案した25億ポ
ンドの Investment Fund を創設を通じ、イ
ノベーション力と将来性のある企業に 200
億ポンド超の投資。

▶  低生産性企業の「ロングテール」への対応
を含め、中小企業の生産性および成長促進
に効果的な政策をレビュー。

地域社会
▶  地域の強みを生かし経済機会を実現するた

め、Local Industrial Strategies を策定。 
▶  Transforming Cities 基金を創設し、都市

の交通整備に 17 億ポンドを投入。都市圏の
交通網改善を通じて生産性向上を図るプロ
ジェクトに資金を提供。

▶  試 験 的 プ ロ グ ラ ム の Teacher 
Development Premium に 4,200 万ポン
ドを投入。要支援分野の教師を対象とする
1,000 ポンドの専門能力開発助成の効果を
測定。

Industrial Strategy の持続的実施のため、独立の Industrial Strategy Council
を新設します。同機関が進捗を評価し、政府に勧告を行います。
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未来へのチャレンジ
英国は、競争力のある開放な経済先進国です。
英国には、活用できる多くの強みがあり、また
対策を必要とする弱みもいくつかあります。
欧州連合を離脱する英国は、国内と世界の両
面で戦力を大きく強化していく必要に迫られ
ています。その実現には、今後数年間のチャ
ンスを確実につかまなければなりません。英
国民が良質な仕事と質の高い公共サービスに
支えられる、豊かな生活を享受するためにも、
そのことは不可欠です。

同時に、世界もまた根本的な変革の途上にあ
ります。革新的なテクノロジーで、私たちの
暮らしと仕事は大きく変化しています。社会

に占める高齢者の割合が増加し、エネルギー
の生成と利用のしかたも急速に変化してい
ます。

本 Industrial Strategy では、英国を未来に
ふさわしい国にするための産業戦略を提示し
ます。これからのスキル、産業セクター、イ
ンフラに大規模に投資し、企業が良質かつ高
賃金の仕事を英国全土で創出するための方法
を説明します。これは、英国と英国民がテク
ノロジーの変革がもたらす機会を積極的に受
入れ、そこから利益を得られるようにするも
のです。

革新的なテクノロジーで、私たちの暮らしと仕事は大きく変化しています
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基本的アプローチ

各界とのコンサルテーションを通じて、生産
性の 5 つの柱が明らかとなりました。いず
れも経済大国として欠くことのできない特性
です。

その柱とは、アイデア、人材、インフラ、ビ
ジネス環境、そして地域社会です。政府の
Green Paper への詳細なフィードバックに
もとづき、これらに主眼をおくこととなりま
した。

また英国政府と経済全体が直面している重大
課題、Grand Challenges も、コンサルテー
ションを通じて明らかとなりました。それは、
今後急速な変化をもたらすグローバルな動向
への対応であり、英国はそのチャンスをすべ
て活用すべく積極的に受け入れていかねばな
りません。

5 つの柱と Grand Challenges については、
後続の各セクションで説明しています。本戦
略はまた、生産性の柱をサポートし英国の変
革を促進していくため、今後多数の政策が策
定予定であることにも言及しています。

本 Industrial Strategy は長期的な産業戦略
であり、民間部門・公共部門の大規模投資決
定の支えとなる政策枠組みを提供します。英
国企業のために、そしてまた英国企業ととも
に実施していく戦略であり、イングランド、
スコットランド、ウェールズ、北アイルラン
ドのイノベーター、投資家、雇用者、労働者、
消費者すべての協力を必要としています。

5 つの柱

アイデア
世界で最もイノベーション力の
ある経済

人材
良質な仕事につき収入を増やす
チャンスをすべての人に

インフラ
国内インフラを大規模に改善

ビジネス環境
事 業 の 立 ち 上 げ・ 拡 張 に 最 適
な国

地域社会
豊かなコミュニティを英国全土
で実現
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これを実現するには、英国のあらゆる部分が
そのもてる潜在力を全面的に発揮する必要が
あります。政府はまたスコットランド、ウェー
ルズ、北アイルランド各自治政府の重要性も
認識し、尊重しています。多くの生産性向上
政策がこれら自治政府の権限として委譲され
ており、本戦略も各自治政府との協力を必要
とします。英国のあらゆる部分が最善の成果
を手にできるよう、パートナーシップを結び、
協働しています。

本文書で規定する戦略は、多くの個人、企
業、地域指導者、機関の努力の成果です。政
府 Green Paper の Building our Industrial 
Strategy1 のパブリックコンサルテーション
では、あらゆる種類の組織、産業セクター、
企業グループ、個人から 2,000 件に近い意見
が公式に寄せられました。さらに過去 10 ヵ月
間、英国全土で実施されたエンゲージメント
プログラムでも、数千件に上る多数の意見が
寄せられました。
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政府の役割

英国政府は競争市場の意義を重視しています。競争、オープンな金融
市場、利益の動機は、英国が成功するための土台です。
生産性を向上させる最善の方法は、競争を促
進することです。

しかし政府には競争促進にとどまらない責任
があります。経済大国の政府は、政府の戦略が
もつ力とリーダーシップの役割を理解し、新
しいテクノロジーや産業を発展・普及させる
さまざまな努力の調整・招集を行っています。
ヒトゲノムのシークエンシングからエイズ治
療薬の開発、2012 年ロンドン五輪の開催にい
たるまで、英国の歴代政府は新しい取り組み
を促す野心的ミッションを掲げてきました。

政府には、企業や学術研究機関が単独では行
えない規模の長期的投資を実現する力があ
ります。しかし過去の産業戦略から得られ
た教訓として、政府もまた単独ですべてを
実行することはできません。したがって本
Industrial Strategy は、企業、労働者、大学
等研究教育機関、地方自治体、自治政府との
パートナーシップに他ならず、共通の目的の
ために協力していきます。
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Grand Challenges

英国がこれからの産業先進国になるためのチャンス、それが Grand 
Challenges です。
現在、グローバル市場の機会を最大限活用す
ることが求められています。またテクノロ
ジーの進歩を受け入れ、多くの産業セクター
の生産性を改善するとともに、人々の日々の
暮らしの質を高めていくことも必要です。

単に土台を築くだけでは、真に戦略的な政府
とはいえません。急速に変化する将来に向け
て準備を整え、新しい市場と産業を開拓する
取り組みを行い、英国の競争優位を固める必
要があります。公共部門と民間部門は英国を
変革の先駆者とすべく、大学、研究機関、市

民社会組織と協働し、産業セクター間や学問
分野に存在する伝統的バリアを崩していかな
ければなりません。それはまさに、Grand 
Challengesが実現することに他なりません。

もちろん、あらゆるアクションがただちに成
果をもたらすと考えるのは誤りです。政府は、
さまざまな提案やアイデアの競合を促進する
ことを通じて、将来性のあるプロジェクトを
幅広く特定・支援し、資金提供を行っていき
ます。
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失敗を恐れては、想像力を発揮で
きず、リスクを取って挑戦するこ
ともできません。政府は、個々の
失敗の可能性に縛られることな
く、リスクのあるイニシアチブを
幅広く支援していく必要があり
ます。

Grand Challenges へ の 取 り 組
みとして、企業、学界、市民社会
組織、政府は協力し、成功のた
めに各々の専門知識と起業精神
を結集する必要があります。政府
は、戦略的なビジョンおよび政府
の積極的な役割を設定すること
により、民間・公共両部門の優れ
た人材・組織の関心を引きつけ
ていきます。Grand Challenges
は、各々について産業界・学界の
指導的人物に意見を求め、これら
の 人 々 に Business Champion
率いる専門アドバイザーとして
活躍してもらいます。専門アド
バイザーは大臣と協力しつつ、産

業界の幅広い声に耳を傾け、各
課題への関心を喚起します。課
題が提示するグローバルなチャ
ンスの活用法についてアドバイ
スし、協働の方法についてもレ
ビューを行います。例えば、新興
市場の供給改善および需要拡大、
イノベーションの普及と拡張な
どが協働の分野です。Business 
Championsと外部専門アドバイ
ザーは 2018 年の早い時期に指名
される予定です。

政府はすべての政策手段を最大
限活用し、成功をめざします。手
段 と し て は、 規 制、 資 金 提 供、
Sector Deal が挙げられます。

「単に土台を築くだけ
では、真に戦略的な政
府とはいえません。急
速に変化する将来に
向けて準備を整える
ことも必要です」

Green Paper の広範なコンサルテーションにもとづ
き、次の 4 つを Grand Challenges と定めました。

英国を AI とデータ革命
の最先進国にします

世界で進む低炭素経済
への移行において、英国
の優位性を最大限活用
します

今後のモビリティ産業
で世界をリードします

イノベーションを活用
して高齢化社会のニー
ズに応えます
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AI とデータ主導経済の育成

英国を AI とデータ革命の最先進国にします
AI（人工知能）と機会学習は、多目的テクノロ
ジーとして、グローバル経済をすでに大きく
変え始めています。これらはそれそのものと
して一つの新しい産業とみなすこともできま
すが、多数のセクターのビジネスモデルをも
根本的に変えつつあります。AI は膨大なデー
タベースを駆使して複雑なタスクを効率的に
処理します。例えば、医師をサポートして病
気の効果的診断を可能にしたり、瞬間的な音
声認識・翻訳ソフトウェアを利用して世界中
の人々とのコミュニケーションを可能にした
りと、無限の用途があります。

政府はまず、英国の強みから着手します。英国
は、AI 分野ではすでに世界的先進国であり、さ
らに大きな前進の基礎を築いています。世界
有数の研究機関があり、数学、コンピューター
サイエンス、倫理学、言語学等、AI 関連領域の
能力が高く評価されています。公共機関には
膨大なデータベースがあり、AI の安全な活用
が可能です。またそれを支えるテクノロジー
も、ARM のマイクロチップから Raspberry 
Pi のマイクロコンピューターにいたるまで、
英国は強みとしています。ロボット工学と「モ
ノのインターネット」の分野でも、英国のイ
ノベーターは限界に挑んでいます。このよう

SecondHandsは Ocado Technologyが主導する研究プロジェクト。大手ネットスー
パーOcadoの自動化された食料品倉庫で保守技術者を補助するロボットの設計を目指し
ています。
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な優位性は、優れた学術研究、活
発な研究調査活動、巧みな事業決
定、そして政治的信条の違いを超
えて歴代政府が行ってきた多額
の投資の成果に他なりません。

Grand Challenges へ の 取 り 組
みは、AI と先端データテクノロ
ジーが生み出す機会を最大化す
ることであり、社会への潜在的イ
ンパクトに対応することでもあ
ります。企業、研究機関、政府は
英国全体で協力関係を築き、関
連テクノロジーへの投資、幅広い
適用の促進、安全かつ信頼できる
データ利用の基準設定に努力す
る必要があります。

こ の 課 題 へ の 最 初 の 施 策 が
Artificial Intelligence Sector 
Deal であり、これは Professor 
Dame Wendy Hall と Jérôme 
Pesenti が共著 Growing the AI 
Industry in the UK3 で発表した
考察にもとづいています。

こ の 分 野 の 専 門 家 に 幅 広 く 意
見 を 求 め た 結 果、 本 Grand 
Challenges の優先課題として定
められたのは次の 4 つです。

▶  英 国 を AI と デ ー タ 主 導 イ ノ
ベーションの世界的中心地に
すること

▶  さまざまなセクターの生産性
向上に AI とデータ分析テクノ
ロジーを活用すること

▶  データと AI の安全かつ倫理的
利用で世界をリードし、市民と
企業の信頼と理解を促進する
こと

▶  人々が将来の就労に必要なス
キルを学習する支援を提供す
ること

「英国全体で AI を導
入すれば、数千、数万
の良質な仕事を創出
でき、経済成長を促進
し ま す。AI は 2030
年までに 2,320 億ポ
ンドの価値を生み出
す可能性があります」
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クリーンな成長

英国は、クリーンな成長への世界的な移行において、自らの優位性を
最大限活用します。高炭素の場合よりもコストの低い低炭素テクノロ
ジー、システム、サービスの開発、製造、利用において、世界をリー
ドしていきます。
低炭素技術と資源の効率的利用を通じたク
リーンな経済成長への動きは、現代の最大の
産業的機会に数えられます。ある推計によれ
ば、英国のクリーンな低炭素経済は、GDP 成
長率の 4 倍の勢いで成長する可能性がありま
す 4。低炭素で資源効率性の高い経済への移行
にともない、さまざまな新産業が生まれ、既
存産業も変化を遂げていくでしょう。2015
年パリ協定の採択で、各国は電力、輸送、加
熱・冷却、工業プロセス、農業を変革してい

くことを約束しました。このような変化の影
響は、経済全体を通じてあらゆる企業に及び、
公民両部門の莫大な資金がクリーンな成長を
追求する取り組みに向けて再配分されるでし 
ょう。

英国は、クリーンな成長をめざす世界的な動
きにおいて、指導的地位に立ってきました。今
後も低炭素なテクノロジー、イノベーション、
製品、サービスの提供において、先駆的役割

英国はクリーンな成長をめざす世界的先進国です。北東イングランドにあるブライス風力
発電所はその好事例です。



 21

を果たしていきたいと考えてい
ます。クリーンなエネルギー源と
効率的新材料への移行が進む現
在、政府は、英国の強みである自
動車、航空機器、建設業がグロー
バル市場でシェアを伸ばしてい
けるよう、支援していきます。ま
た、スマートエネルギーシステム
やバイオエコノミー（陸・海の再
生可能生物資源を使った食料、材
料、エネルギーの生産）等の分野
でも、英国の企業が新市場を率先
して開拓していけるよう支援し
ます。

さらに政府は、すべての人がク
リーンな成長の恩恵を享受でき
るようにします。都市はクリーン
な大気を、企業は安定的に確保
された資源を、農村は自然資本
の再生を手にできるよう、努力し
ていきます。英国は、排出削減
と経済成長の同時実現において、
すでに世界有数の成果を上げて
います。1990 年以来、排出量を
40 パーセント以上削減し 5、同
時に 3 分の 2 倍増という経済成
長を実現しました 6。最近公表さ
れ た Clean Growth Strategy7

では、この前進を 2020 年代も
継続していくための野心的提案
を行っています。英国は電気自動
車製造、洋上風力発電、スマート
エネルギーシステム、サステナ
ブルな建設、精密農業、グリー
ンファイナンス等のさまざまな

分野で、世界をリードする能力
を有します。産業界、学界、政
府、市民社会組織の協働で、さ
ら な る 能 力 の 向 上 を 実 現 で き
ます。

政府は次の分野を最初の優先分
野とし、英国のリーダーシップ確
立・拡張を進める施策を実施して
いきます。

▶  電力、加熱、輸送の全体を通じ
て、安価かつクリーンなエネル
ギーを利用できるスマートシ
ステムを開発すること

▶  建設技術を変革し効率性を大
幅に改善すること

▶  クリーン経済においてエネル
ギー集約産業の競争力を高め
ること

▶  英国を高効率農業への世界的
移行において最先進国にする
こと

▶  クリーンな成長を支援する資
金調達において、英国をグロー
バルな規格設定者にすること

「現代の最大の産業的
機会に数えられるの
が、低炭素技術と資源
の効率的利用を通じ
たクリーンな経済成
長への動きです」
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将来のモビリティ

英国はこれからのモビリティ産業で世界をリードします
現在、都市や農村において人、モノ、サービ
スの移動方法が大きく変わる時代が幕明けよ
うとしています。背景にあるのが、エンジニ
アリング、テクノロジー、ビジネスモデルの
驚異的なイノベーションです。現在、電気自
動車・自動運転車の開発、輸送力・スピード・
接続性の改善に向けた鉄道サービスの刷新、
自動運転型の航空・海上輸送の開発に多額の
投資が行われています。新規市場参入と新し
いビジネスモデル（ライドヘイリング、ライ
ドシェアリング、モビリティサービス等）が、
移動方法についてのこれまでの常識をくつが
えしています。

このようなテクノロジーで、公共交通手段も
大きく変わっていく可能性があります。英国
の道路・鉄道網は今後、二酸化炭素やその他
汚染物質の排出を大幅に減らしていく可能性
があります。また、自動運転車両で可能とな
る高密度追随走行で渋滞が解消するほか、必
要な時に必要な場所で、必要な方法でモビリ
ティサービスを利用できるようになるかもし
れません。

英国は、AI や複雑な車両エンジニアリング
等、関連性の高い多くの研究開発分野に強み
をもっています。ダイナミックな企業が新し
いモビリティソリューションを開発してお

英国政府は、2021年までに完全自動運転車の実地走行を実現したい考えです
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「新規市場参入と新し
いビジネスモデル（ラ
イドヘイリング、ライ
ドシェアリング、モ
ビリティサービス等）
が、移動方法について
のこれまでの常識を
くつがえします」

り、多様で力強く、イノベーショ
ン力あふれる自動車、鉄道、海
運、航空セクターもあります。英
国には、世界に先駆けて革新的輸
送手段を実現してきた歴史があ
ります。また、地方レベルでも強
力なリーダーシップが発揮され
ており、イングランド各地の市
長や、スコットランド、ウェー
ルズの City Deal Boards が都市
部の複雑な交通ニーズへの新た
な対応策を積極的に追求してい
ます。

英国は、OECD 諸国の中で都市人
口の割合が最も大きい国であり、
都市化にともなう課題への取り
組みにも先んじています 8。

こ れ ま で Office for Low 
Emission Vehicles、Centre for 
Connected and Autonomous 
Vehicles、Transport Catapult
が実現した革新的成果にもとづ
き、顧客体験と運転の効率性を改
善し、人々の自由な移動を可能に
するような機会を求めて道路輸
送システム全体に目を向けてい
きます。

この課題に対しては、英国全土の
あらゆる利害関係者と協力して
取り組んでいきます。

最初に、次の優先課題に取り組み
ます。

▶  新しい輸送手段と新しいビジ
ネスモデルを奨励する、柔軟な
規制枠組みの設定

▶  ガソリン車から排出ゼロ車両
への移行で生まれるチャンス
をとらえ、課題に取り組むこと

▶  新しいモビリティサービス、自
動化、ジャーニーシェアリン
グ、自家輸送と公共輸送の境界
の曖昧化など、将来の変化に備
えること

▶  新しいモビリティサービスの
開発を進め、輸送システムの効
率的運営を可能にするような
データ利用方法を探ること
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高齢化社会

英国は、イノベーションを活用して高齢化社会のニーズに応えます。
英国では、他の先進国同様、人口の高齢化が
進んでいます。人々の平均寿命がかつてない
ほど延び、その一方、出生率は史上最低のレ
ベルにあります。第二次世界大戦後に生まれ
たいわゆるベビーブーマー世代も間もなく定
年退職します 9。今日、英国で生まれる子供
の 3 人に 1 人が、100 歳まで生きると考えら
れています。 

これまでよりも長く続く人生では、キャリア
や退職後の計画も変えていく必要がありま
す。人口の高齢化はテクノロジー、製品、サー
ビスに新たな課題を突きつけています。新し
い介護テクノロジーや住宅モデル、退職後の
生活のための新しい貯蓄商品などがその例で

す。高齢者が自立して充実した生活を送り、
引き続き社会に貢献していけるようにするこ
とは、政府の責務です。

日本を始めとして、多くの国々が同じ課題に
直面しています。しかし英国には、強みを活
かせる固有のチャンスもあります。例えば、
NHS の健康データベース、世界一流の設計機
関、AI 研究コミュニティ、強力なライフサイ
エンス業界、そして金融サービス業が挙げら
れます。

これらの強みを最大限活用すれば、高齢化に
伴う問題をグローバルなチャンスに変えてい
くことが可能です。

人口の高齢化は、テクノロジー、製品、サービスに新たな課題を突きつけています。
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政府は次の 4 分野を最初の優先
分野とし、英国のリーダーシップ
の拡大をめざします。

▶  グローバルな人口高齢化に対
応した新たな製品・サービスを
支援し、重要な社会的ニーズ
を満たしつつ英国のビジネス
チャンスを実現すること

▶  産業セクターを支援し、労働力
の変化・高齢化に適応できるよ
うにすること 

▶  健康データを活用しつつ、健
康水準の改善およびライフサ
イエンスにおける英国のリー
ダーシップの強化を図ること

▶  介護事業者が需要の変化に合
わせてビジネスモデルを修正
していく支援を行い、新しい介
護モデルの発展・普及を奨励す
ること

「今日、英国で生まれ
る 子 供 の 3 人 に 1 人
が、100 歳まで生きる
と考えられています。
これまでよりも長く
続く人生では、キャリ
アや退職後の計画も
変えていく必要があ
ります」

今後の道筋

ここで説明したことは、すべて始まりに過ぎません。
今後数ヵ月間、政府は企業、大学、
研究機関、市民社会組織と協力し
て、 上 記 Grand Challenges に
取り組んでいきます。4 つの課題
は、いずれも野心的で困難な課題
です。成功が保証されているわけ
ではありません。しかし取り組み
は、単に価値があるだけでなく、
欠くことのできないものです。

英国は、これらのチャレンジに立
ち向かうことで繁栄し、しかも社
会的・環境的に責任ある未来を手
にすることができます。
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アイデア
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アイデア
世界で最もイノベーション力のある経済国家をめざ
して
イノベーション ― すなわち新し
いアイデアを育て、それを使える
形にすること ― は、伝統的に英
国が最も得意としてきたことで
す。ジェットエンジンからサイク
ロン式掃除機、MRI スキャナー、
World Wide Webにいたるまで、
英国のイノベーションからさま
ざまなものが誕生してきました。

英国は科学研究大国です。一流
の研究能力を有し 10、世界の大学
トップ 10 中、4 校が英国の大学
です 11。

優れたアイデアを商工業上の用
途として実現し、生産性の向上へ
と結び付けるには、さまざまな政
策の実施が必要です。政府と民間
セクターは研究開発（R&D）にさ
らなる資金を投入していく必要
があります。新しいアイデアを、
競争力のある製品・サービスへと
転換する能力を高めなければな
りません。また、科学とイノベー
ションの世界的リーダーとして
の地位を保つだけでなく、英国全
体でイノベーション力を向上さ
せていくことも重要です。

英国は本 Industrial Strategy を
通じて、過去の産業革命と同様、
新たな産業革命でも主導的役割
を果たしていきます。政府は、前
例のない規模で研究開発への公
共投資を増額し、変革を促進し
ます。英国をイノベーターにとっ
て最適な国とし、科学とビジネス
のパートナーシップを、Grand 
Challenges を通じて英国全土で
推進します。

「英国政府は、前例のな
い規模で研究開発への
公共投資を増額し、変
革を促進します」
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基本的アプローチと主要政策

経済変革のための R&D 投資
英国が世界一のイノベーション国家となるに
は、公民両部門の研究開発投資を大幅に増や
す必要があります。

政府は研究開発投資総額を 2027 年までに
GDP の 2.4% に、さらに長期的には 3% に引
き上げます（OECD 諸国中トップ 4 分の 1）。
これにより、公民両部門の英国の研究開発投
資総額は今後 10 年間に 800 億ポンド増える
可能性があります。手始めとして、2021/22
年度に 23 億ポンドの追加投入を行い、研究開
発への公共投資総額を当該年度のみで約 125
億ポンドに引き上げます。

英国政府は、世界一流の人材を呼び込み、英国
の高技能労働力をいっそう強化するために、
今後 3 年間に 3 億ポンドを投資します。

また研究開発費の税額控除率を 12% に引き
上げるなど、英国の税制度もイノベーション
を支援する形に改革します。 

アイデアの価値獲得
英国が世界一のイノベーション国家となるた
めには、科学、研究、創造性が生み出す価値
の獲得能力を高めるとともに、生産性向上に
つながるイノベーションを支援していく必要
があります。

政府は、気候変動や自動化など、さまざま
な 世 界 的 課 題 へ の 対 応 と し て Industrial 
Strategy Challenge Fund を新設し、そのプ
ログラムに 7 億 2,500 万ポンドを投じます。

また、イノベーションと商業化に関する共同
研究を行う大学と企業に対しては、研究助成
を増額します。

英国全土にイノベーションセンターを
設立
イノベーションはきわめて協働的な活動で
す。クラスターやネットワークでこそ、イノ
ベーションは生まれます。英国の大学・カレッ
ジは世界クラスのイノベーションクラスター
における中心的存在です。

政 府 は 国 内 の 一 流 大 学、 研 究 機 関、UK 
Reseach and Innovation と協力し、英国の
研究開発に対するグローバルな投資規模拡大
を図ります。

イノベーションを奨励し資金供給を行う政府
機関（例えば、企業の協働やイノベーションを
英国全土で支援する Innovate UKや、British 
Business Bank 等）のリソースを拡充し、イ
ノベーションの資金獲得を容易にします。

また、1 億 1,500 万ポンドを投じて Strength 
in Places Fund を新設し、英国の地域社会が
科学とイノベーションにもとづき振興する支
援を行います。
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国際的共同研究の拡大
研究とイノベーションはグロー
バルな営みであり、この分野で実
績のある優秀な人材は国を超え
て移動します。

双方向的に移動する内外の科学
者数について英国は世界第 2 位
であり 12、政府は英国を世界一流
の人材を引きつける国にしたい
と考えています。英国で働く科学
者の数を増やし、世界中の一流科
学者がこの国で仕事ができるよ
うにします。

政 府 は、 国 際 的 に 優 れ た 業 績
が 認 知 さ れ て い る 高 度 技 能 者
や、今後活躍が大きく期待され
る 人 を 対 象 と す る ビ ザ、Tier 1 
(Exceptional Talent) の 発 給 数
を倍増しました。また、Tier 1 で
在留する世界的科学者・研究者
が 3 年間の滞在後に永住権を申
請できるよう、移民規則を改正中
です。

英 国 は 世 界 中 の 国 々 と の 重 要
パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 強 化 し ま
す。すでに斬新な共同研究の計
画 を 進 め て お り、 例 え ば 9 月
には初の公式科学技術協定を米
国と締結しました。また中国と
は、Science, Technology and 
innovation Strategy を 共 同 策
定中です。

「R&D は民間支出を抑
制せずに刺激する公共
支出の好例です。英国
では、R&D への公共投
資 1 ポンド当たり、1.40
ポンドの民間投資が実
現しています」
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人材
良質な仕事につき収入を増やすチャンスをすべての
人に
英国の労働市場は現在、世界でも
有数の良好な状況にあります。就
業率は史上最高に近く、金融危機
後、他の先進国と比してもすば
やい回復を見せました 13。支えと
なっているのが世界一流の高等
教育システムであり、世界中の学
生・研究者を引き寄せています。
雇用者は教育システムと緊密な
関係を築いており、政府は 2020
年までに 300 万人分の実習制度
の実施を約束しています。

しかし人材、スキル、労働力に関
する企業のニーズを満たすには、
まだまだ多くの課題があります。
これまで英国は、技術教育に十分
な注意を払ってきませんでした。
そのため、科学、テクノロジー、
エンジニアリング、数学のいわゆ
る STEM 分野でスキル不足が生
じています。スキルと教育につい
てはコミュニティ間で格差があ
り、これを埋めていく必要があり
ます。また社会的に不利な立場に
あるグループ出身の労働者への
さまざまなバリアも、取り払って
いかなければなりません。

政府はすべての人に、生涯にわ
たってスキルを磨き、経済力をつ
け、良質な仕事につく機会を保証
していきます。次世代テクノロ
ジーが生み出す新しい仕事に向
けて、国民の技能を高めます。未
来に向けた経済の再編にあたり、
すべての人に良質な就労機会を
与えます。

政府は技術教育の基盤を、実習制
度や T レベル等の資格制度を通
じて確固たるものとし、学術教育
と同じ高水準に引き上げます。ま
た学校教育や、フレキシブルな職
業訓練のほか、人々のライフチャ
ンスを改善するさまざまな方策
への支援も引き続き行っていき
ます。

未来に向けた経済の再
編にあたり、目的は、す
べての人に良質な就労
機会を与えることにあ
ります
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世界一流の技術教育システムを設立
英国政府は 15 の新しい技術教育ルートを打
ち立てます。これらは厳密な労働市場分析に
もとづき、雇用者とのパートナーシップを通
じて編成されます。プログラムの全面展開時
には、年間 5 億ポンド超をかけて実施する新
たな資格制度、T レベルが発足予定です。

数学教育の拡充
数学分野の有資格者を増やし、数学教育の質
を改善します。これは STEM 分野のスキル不
足を解消し、経済全体への好影響を実現する
ための、政府の重要施策の一つです。

16 歳以上の基礎数学能力を改善するため、
850 万 ポ ン ド の パ イ ロ ッ ト 計 画 を 実 施 し
て、新アプローチの成果を評価します。ま
た 4,000 万 ポ ン ド を 投 入 し て Further 
Education Centres of Excellenceを全国に
設立し、教育スキルの向上およびベストプラ
クティスの普及をめざします。

政府は教育機関に対し、数学教育の提供を促
すインセンティブを提供します。AS/A レベ
ルの数学または上級数学（further maths）、
または基礎数学（core maths）を専攻する学
生それぞれにつき、既存の学生一人当たり財
政的支援に 600 ポンドのプレミアムを上乗
せします。Teaching for Mastery 数学プロ
グラムには 2,700 万ポンドを投入し、2023
年までに計 11,000 校の小学校・中等学校を含
むものへと拡大します。

デジタルスキルの強化
英国政府は今後 5 年間に 8,400 万ポンドを
投入し、コンピューター教育を強化してコン
ピューターサイエンス専攻者（特に女子学
生）を大幅に増やす総合プログラムを実施し
ます。また、大学と雇用者の共同事業体を通
じて編成する新しい Institute of Coding に
2,000 万ポンドを投入します。

国全体で成長を支えるスキルとチャン
スに投資
スキルと教育における地域間格差に取り組
むことは、国全体の収益力を高めるうえで
死 活 的 に 重 要 で す。 そ の た め、Teacher 
Development Premium の 試 験 的 実 施 に
4,200 万ポンドを投入します。要支援分野の
教師を対象とする 1,000 ポンドの専門能力開
発助成の効果を測るのが、このプログラムの
目的です。

また、地域社会では、教育機関と労働市場を
結ぶ方法や能力が確立していることが必要で
あり、ここにも政府の果たすべき役割があり
ます。イングランドでは予算と権限の委譲を
実施し、2019 年には各市に対して成人教育予
算を配分します。
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「多くの企業が事業拠
点として、他ならぬ英
国を選んでいます。柔
軟な労働市場と、教育
水準の高い熟練労働力
が豊富なことがその理
由です」

生涯教育の機会拡充
自動化・デジタル化で仕事や必要
スキルの性質が変化する一方、長
寿化の進行で人々は長い就業人
生を送るようになっています。こ
うしたなか、生涯を通じた学習・
訓練機会を教育システムに取り
込むことが死活的に重要となっ
ています。イングランドでは今議
会終了までに、野心的なNational 
Retraining Scheme を実施する
予定です。これは個々人、特に不
利な立場にある個人に就労に必
要なスキルを与え、同時に雇用者
が経済の変化に適応する支援を
するものです。最初に、デジタ
ルおよび建設分野のトレーニン
グに 6,400 万ポンドを投入予定
です。

世界の高度技術者と人材
ここに規定するアクションやア
プローチは、英国にとってきわめ
て重要です。欧州連合の離脱にと
もない、今後現れる機会と挑戦に
対応できるよう労働者のスキル
を高める必要があるからです。

競 争 力 の あ る 労 働 市 場 の 維
持 を 目 的 と し て、Migration 
Advisory Committee は 最 近、
英国全体のスキルニーズを把握
するための広範なコンサルテー
シ ョ ン を 実 施 し ま し た 14。 こ
れ は Industrial Strategy を 支
え る 今 後 の 移 民 制 度 を 確 立 す
る た め で す。 政 府 は、 近 々 公
表 さ れ る Migration Advisory 
Committee の結論を、入念に検
討していきます。
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「 英 国 の National 
I n f r a s t r u c t u r e 
and Construction 

Pipeline は 6,000 億
ポンド規模の一大プロ
グラムです。公共イン
フ ラ 投 資 は 2022/23
年度までの 10年間に倍
増する予定です」

インフラ
国内インフラを大規模に改善
インフラがなければ、日々の暮ら
しも仕事も成り立ちません。現代
的水準の使いやすいインフラを
国全体で整備することは、将来の
成長と繁栄の不可欠の条件です。

インフラの整備は本質的に、大規
模・長期的な投資です。輸送手段
から住宅、デジタルネットワーク
の展開にいたるまで、インフラ整
備は政府が経済活動に影響を及
ぼす重要手段の一つです。英国
のNational Infrastructure and 
Construction Pipeline は 総 額
およそ 6,000 億ポンドに上り、
このプログラムの下で公共イン
フラ投資は 2022/23 年度までの
10 年間に倍増する予定です。

インフラは経済の基盤を提供す
るだけでなく、安定性と明確な戦
略的方向性を提供し、長期的な生
産性を積極的に支援するもので
なければなりません。そのために
投資決定では地理的なバランス
をとり、地域の声を取り込む必要
があります。人々と市場を結ぶ方
法を改善すれば投資を促進でき
ます。また、英国はグローバル経
済の重要動向に関しても前向き
な態度をとる必要があります。

本 Industrial Strategy で示すよ
うに、英国の経済地理は、新しい
テクノロジー時代の先触れとな
る大規模インフラ整備を通じて、
大々的に変化していくでしょう。

政府は完全光ファイバーブロー
ドバンド、新しい 5G ネットワー
ク、スマートテクノロジーを支
援し、英国をデジタル社会の最前
線に位置付けます。人々を仕事と
チャンスに結びつける新しい高
速鉄道網を建設し、駅・空港を再
生し、さらには道路網も革新的に
グレードアップします。そして職
場や生活の場の環境を、質の高い
住宅とクリーンで安価なエネル
ギーを通じて改善します。適正な
インフラを適正な場所に整備す
ることで、人々、コミュニティ、
企業の収益力を大きく高めるこ
とが可能です。
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英国政府はインフラ整備資金の増額を約束しています。確実性と明確
な長期的方向性も提供していきます。

インフラ投資で、英国全体の成長を促進
インフラの本質的役割に鑑みれば、政府の投
資決定は地域や企業、そして社会全体に根
本的変革をもたらす可能性があります。政
府は大規模インフラ整備事業においては、
Industrial Strategy のさまざまな目的を戦
略的立案段階に組み込んでいきます。さまざ
まな手法のレビューを行い、ベストプラク
ティスの採用を推進します。

優先事項の一つは、英国全土で成長を促し、
経済機会の創出を加速していくことです。

都市の交通整備では、Transforming Cities 
Fund が、接続性の改善、渋滞削減、新しいモ
ビリティサービスおよびテクノロジーの利用
のための各種プロジェクトに 17 億ポンドの
資金を提供します。これにより都市圏の生産
性は、例えば都市近郊の町と都市の中心部が
結ばれることで、大きく向上するはずです。

輸送インフラは、都市・農村ともに地方の成
長を支えるうえで特に重要です。生産性の低
い国内地域における輸送インフラの大規模整
備は、Rebalancing Toolkit がその支援枠組
みとなります。これは投資によるダイナミッ
クな便益を戦略的に検討するもので、戦略的
ビジネスケースにおけるエビデンスの「リバ
ランス」について、その焦点、クオリティ、
透明性を改善し、より一貫性のある適用を図
ります。

高速鉄道 High Speed 2 を始めとする革新
的プロジェクトは、鉄道路線周辺地域の開発
にとって好機となります。今後の Northern 
Powerhouseおよび Midlands鉄道サービス
も見据えて、High Speed 2 のインフラ整備
には総額 3 億ポンドを投じます。

政府はまた、住宅整備に関する総合政策パッ
ケージも発表しました。今議会終了までに、
1970年代以来最大の年 30万戸の勢いで住宅
供給を増やします。これを実現するために、
今後 5 年間に 153 億ポンドの新規財政支援を
行い、この期間の支援総額を 440 億ポンドに
引き上げます。また都市計画を見直して住宅
用地を増やすとともに、都市町村における低
利用地の有効活用も実現します。

グローバルな経済的要因を前に、競争力
を強化
政府は、グローバル経済の革新的部分におけ
る英国の競争力強化を支援します。

クリーンな成長
クリーンな成長のためのイノベーション支
援 を 拡 大 し、 こ れ を Industrial Strategy 
Challenge Fund の 戦 略 的 優 先 事 項 と し 
ます。

民間投資と合わせて 4 億ポンドの Charging 
Infrastructure Investment Fund を新設す
るために、政府は公共投資として 2 億ポンド
の追加投入を発表する予定です。また電気自
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動車用充電インフラネットワー
クのさらなる拡充を、規則的に支
援していきます。

また 2 億 2,000 万ポンドを投じ
て Clean Air Fund を新設し、大
気汚染問題を抱えるイングラン
ドの自治体が、改善策実施への個
人や企業の適応を支援できるよ
うにします。

デジタル
政府は 5G 展開に 1 億 7,600 万ポ
ンド、光ファイバーネットワーク
の地域整備推進策に 2 億ポンド
等、10 億ポンド超の公共投資でデ
ジタルインフラを強化します。

5 G  Te s t b e d s と Tr i a l s 
Programme は、競争優位性のあ
る分野を活用します。これは段階
的なプロジェクト実施を支援す
るもので、最初に 2,500 万ポン
ドをさまざまな産業セクターの
プロジェクトに投入します。基盤
にあるのは、先に行われた 5GUK
テ ス ト ネ ッ ト ワ ー ク 設 備 へ の
1,600 万ポンドの投資です。これ
は 5G の試験的ネットワーク設備
を開発する世界トップレベルの
プロジェクトであり、3 つの大学
によって実施されました。新しい
5G インフラの整備に 1 億 6,000
万ポンドを追加投入します。

光 フ ァ イ バ ー お よ び 超 高 速 ブ
ロ ー ド バ ン ド 整 備 は、Digital 
Infrastructure Investment 
Fund が支援しています。これに
より民間融資の利用が拡大し、加
速的展開が実現しました。新規市
場参入が促進され、10 億ポンドを
超える投資が行われたためです。

データ
英国には、きわめて質の高い地理
空間・気候分析や企業情報など、
世界的に高水準のデータがあり
ます。政府は 2018 年 5 月までに
Ordnance Survey (OS) および
新 設 の Commission と 協 力 し、
OS の戦略的強みを守りながら、
英国内の特に中小企業が Open 
Government Licence や 他 の
代替的メカニズムのもとで OS 
MasterMapデータを利用できる
ようにする方法を確立します。こ
の施策には今後 2 年間に 8,000
万ポンドを投じます。

「 英 国 の 都 市 は 新 し
い テ ク ノ ロ ジ ー を 積
極 的 に 受 け 入 れ て い
ま す。 ウ ェ ー ル ズ の
Swansea が City Deal
の 中 で 5G テ ク ノ ロ
ジーの可能性を探って
いるのが、その一つの
証拠です」
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ビジネス環境
事業の立ち上げ・拡張に最適な国へ
英国はビジネスのしやすい国と
して世界的に定評があります。実
に 75 秒に一件というペースで起
業が行われ 15、欧州の急成長企業
トップ 10 のうち、5 社が英国に拠
点をおいています 16. 事業の拡大
や移転を計画する企業は、企業水
準の高い英国を、自信をもって選
びます。英国は OECDのランキン
グでも、起業と事業拡大に最適な
国の一つと評価されています 17。
魅力的な税制度を有し、国際的な
人材や革新的スタートアップ企
業を歓迎する国であることが、そ
の理由です。

一方、英国の課題は、生産性に優
れた企業のベストプラクティス
を普及させることにあります。ま
た、世界的な金融センターであり
ながら、事業拡大の資金調達が必
ずしも容易でないという問題も
あります。

マネージャーは平均して他国よ
りも熟練度が低く、業績の良い企
業とそのサプライチェーンの間
の関係も改善の余地があります。

本 Industrial Strategy は、英国
を起業と事業の成長に最適な国
にし、世界中のイノベーターを集
めることを目的としています。政

府はあらゆる規模の企業の生産
性を高めるため、協働を促進し、
スキルを高め、すべての人が良質
な仕事と高収入の機会を手にで
きるようにします。また、金融セ
クターが他の産業との関係を広
げ、それにより影響力のある投資
が促進されるようにします。さら
に、新しいテクノロジーや新しい
ビジネス手法の登場にともなう
困難な課題とチャンスに対応で
きるようなビジネス環境を作り
出します。

「英国では 75 秒に一件
というペースで起業が
行われ、欧州の急成長
企業トップ 10の半数が
英国に拠点をおいてい
ます」
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英国を起業と事業成長に最適の国にするという野心の実現には、効果
を上げていることは守りつつ、必要な部分でこの国の魅力をさらに高
めていかなければなりません。
英国政府は今後 10 年間に 200 億ポンド超の
資金を企業に投入する計画をスタートさせま
した。British Business Bank 発案の 25 億
ポンドの投資基金を新設し、軌道に乗り次第、
証券発行または売却します。

イノベーション力がある知識集約型企業への
支 援 も、Enterprise Investment Scheme 
(EIS) と Venture Capital Trusts (VCTs) を
通じて大幅に拡大します。また、低リスク投
資の範囲縮小と再方向付けを試み、合計 70 億
ポンド超の新規投資資金を解放します。

英国全土にわたる投資促進策は、次のとおり
です。

▶  British Business Bank が運営する商業的
投資プログラムをスタートさせ、ロンドン
以外の地域におけるビジネスエンジェルの
クラスター創設を支援します。

▶  ベンチャーキャピタルの利用において女性
経営者が直面するさまざまなバリアの解消
法を、British Business Bank の委託によ
る新たな行動研究を通じて特定します。 

▶  British Business Bank 地域マネージャー
のネットワークを2018年秋までに展開し、
英国全土の企業が資金調達源へのアクセス
について理解を深められるようにします。

中小企業のベストプラクティスの普及を促進
するため、新しいプラクティスの採用を推進

する斬新なアプローチを試み、すべての企業
が地域の Growth Hub を利用できるように
します。

低生産性企業の「ロングテール」への対応を
含め、中小企業の生産性および成長促進に効
果的な施策を見直します。ここには、効果的
なビジネスアドバイス・サポートサービスに
デジタルサービス、データ、情報が果たす役
割の見直しも含まれます。政府は本レビュー
に続いて 2018 年秋に、今後実施を進める施
策について発表する予定です。

企業が国際市場に参入し輸出を拡大するため
の支援策は、次のとおりです。

▶  企業と協力して輸出戦略のレビューを実施
し、2018 年 9 月に報告します。政府が新
規および既存輸出業者の輸出について、財
務的、実務的かつ促進効果のある適正な支
援を実施できるようにします。

▶  9 つの UK Trade Commissioners のネッ
トワークを確立し、それぞれが輸出振興、
投資、貿易についての地域貿易計画を策定
します。

▶  企業の海外受注を提携銀行とともに支援す
る新しい UK Export Finance イニシアチ
ブにもとづき、海外インフラ事業の入札に
単一の共同事業体「Team UK」として参
加できるよう、あらゆる規模の企業をまと
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めます。また、潜在性の高いス
ケールアップ企業と、特に野心
的な中規模企業を対象に、集中
的輸出拡大支援策を試験的に
実施します。

▶  英国企業のニーズを満たすた
め、great.gov.uk プ ラ ッ ト
フォームを拡充します。

「英国の繁栄は、オープ
ンでリベラルな自由貿
易経済の上に築かれて
います。ここでは新し
いビジネスを起ち上げ
るのも容易です」
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Sector Deals

各セクター特有の問題に対処す
る 政 府 と 産 業 界 の パ ー ト ナ ー
シップで、生産性、雇用、イノ
ベーション、スキルを大きく向上
させる重要な機会が生まれます。

こ れ ら の パ ー ト ナ ー シ ッ プ が
効 果 的 で あ る こ と は、Auto 
Council、Office for Life 
Sciences 等の長期的パートナー
シップや、ツーリズム、クリエ
イティブ産業、宇宙産業、プロ
フェッショナルビジネスサービ
スを含む最近の各種協働の経験
から明らかです。

Green Paper でも指摘したとお
り、政府はこのような協働の成功
事例を範として Sector Deal を
締結しました。つまり、産業セク
ターが明確なリーダーシップの
もとに結集し、説得力のある主張
を行って政府と Sector Deal を
結び、セクターの収益力と生産性
を引き上げるというモデルです。

Sector Deals の提案への反応は
大きく、コンセプトの承認ばかり
でなく、多種多様な意見も寄せら
れました。Sector Deal はどのセ
クターにとっても義務ではなく、
締結の期限もありません。しかし
過去数ヵ月に、複数のセクターと
締結の可能性について協議を開
始しました。協議を通じてこのモ
デルがもつ多大な潜在力が強化
され、すでに一部では明らかな成
果も現れています。

結果的に、4 つのセクターと革
新的な Sector Deals が結ばれま
した。ライフサイエンス、建設
業、AI、自動車の各セクターと
Sector Deal が締結され、さらに
クリエイティブ産業、製造業デジ
タル化のほか、多数のセクターと
の交渉が進行中です。
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Life Sciences Sector Deal

政府とライフサイエンスセクターは数
十億ポンド規模の革新的 Sector Deal
を結び、同セクターにおけるイノベー
ション大国としての英国の地位を維持
する取り組みを開始しました。

本 Sector Deal は、新型の治療法や医療
テクノロジーが英国で開発され、患者の
生活を改善するとともに経済成長にも
つながるようにするものです。民間・非
営利セクターからの多額の投資と、研究
開発への政府の多大な取り組みがここ
に含まれます。

Construction Sector Deal

政 府 と 建 設 業 は Construction 
Leadership Council を通じて Sector 
Deal を結び、同セクターの生産性を大
きく改善して経済全体に利益をもたら
そうとしています。

建設業は英国経済の中で特に有力なセ
クターの一つです。売上高は 3,700 億ポ
ンド 18、英国経済に 1,380 億ポンドの付
加価値を与えています 19。また雇用者数
は、英国総労働人口の 9% に当たる 310
万人に上ります 20。本 Sector Deal は、
イノベーションとスキルへの投資拡大、
高賃金の新規雇用の創出、輸出ポテン
シャルの最大化を通じて、建設業の生産
性を大きく高めます。また環境負荷の削
減、効率性改善、新規プロジェクト・建
造物のライフサイクルコスト削減を実
現し、必要な住宅、学校、病院、大規模
輸送プロジェクトの建設を支援します。
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「地域の経済成長支援、
雇用創出、地域事業投
資をサポートする City 

Deals は、人々を一つ
にまとめる力を発揮し
ました」 

Artifi cial Intelligence Sector Deal 

政府と AI（人工知能）セクターは、AI テクノロジー開発にお
いて英国の世界的地位を大いに高める Sector Deal を締結しま
した。

本 Sector Deal は、Professor Dame Wendy Hall と Jérôme 
Pesenti が、産業界リーダー、学界、研究機関の幅広い協力を
得てまとめた研究報告書「Growing the artificial intelligence 
industry in the UK」のレビューにもとづき、締結されました。
レビューでは政府と産業界の双方に向けた提言が行われており、
新興セクターの成長を支える諸条件の整備において政府が果た
すべき役割が明らかとなりました。

本 Sector Deal では、UK Artificial Intelligence Council を通
じて産業界、学界、政府の永続的パートナーシップを確立し、AI
テクノロジーの安全かつ公正な適用を協力して推進します。こ
こには、新しい価値創造のための責任あるデータ共有、および、
英国で世界一流の人材を生み出し、英国に留めることへの相互コ
ミットメントが含まれています。
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Automotive Sector Deal

The government and the life 
sciences sector have agreed to 
a transformative, multi-billion 
pound Sector Deal, ensuring that 
the UK remains at the forefront 
of innovation in this sector.

The Sector Deal will help ensure 
new pioneering treatments and 
medical technologies are produced 
in the UK, improving patient lives 
and driving economic growth. 
The deal involves substantial 
investment from private and 
charitable sectors and significant 
commitments in research and 
development from the government.

本 Sector Deal は、英国の自動車産業と政
府の間の長期にわたるパートナーシップが
土台にあります。英国が、低排出・ゼロ排
出車両への移行で生じる利益を継続的に手
にできるよう、機動性、イノベーション力、
コスト競争力のあるサプライチェーンを引
き続き構築するとともに、対内投資の確保
と高価値製造業の英国内への引き留めを図
ります。

自動車産業は、英国産業の成功例の一つで
す。自動車生産国として英国は欧州第 3 位
であり、その生産性は欧州トップです 21。高
技能・高賃金雇用を提供し、15 万 9,000
人の直接雇用のほか、サプライチェーンで
も 23 万 8,000 人の雇用を生み出してお 
り 22、国全体の繁栄を支えています。

環境規制の強化と消費者需要の変化を背景
に、自動車の動力源がガソリンから離れつ
つあります。また新しいテクノロジーの登

場で、運転方法にも変化が起きています。
結果として実現するのは、クリーンで安全、
かつ渋滞の少ない道路走行です。本Sector 
Deal は、Faraday Battery Challenge、
および、世界をリードする自動運転車両設
備の加速的開発を通じて、英国をイノベー
ションの最先端に位置づけるものです。新
たなバリューチェーンが生まれつつある現
在、英国サプライヤーの生産性と競争力を
増強することが、本 Sector Deal の中心理
念です。また、英国のサプライヤーを欧州
のトップ水準に引き上げるため、産業主導
の生産性改善プログラムも重点的分野に展
開していきます。
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現在交渉中の Sector Deal

Sector Deal は、すでに締結され
た上記のものに限定されません。
他のセクターからも野心的提案
が寄せられており、政府は引き続
き交渉中です。

現在交渉中のセクターは、クリエ
イティブ産業、製造業デジタル
化、原子力産業などです。

他セクターとの協働

Green Paper の公表以来、多数
の産業セクターが Sector Deal
への関心を示しています。政府は
過去数ヵ月間、多くのセクターと
協議を行ってきました。セクター
の中には野心的目標やイノベー
ションの点で特に注目されるも
のもありますが、Sector Deals
はすべてのセクターに必要なわ
けではありません。

今後数ヵ月間、政府は関心を表明
したセクターすべてと交渉を行
い、2018 年にさらなる Sector 
Deal に向けた交渉の継続につい
て発表する予定です。

「最優秀パフォーマー
の ベ ス ト プ ラ ク テ ィ
スを普及させることに
関して、英国は他国に
遅れをとっています。
一 つ（ の フ ァ ク タ ー）
は、マネジメントスキ
ルへのアクセスの拡大
です」
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地域社会



 47

地域社会
英国全土に豊かなコミュニティを。
国全体にわたり多数の世界的企
業が存在することは、英国の誇る
べき伝統です。英国の都市や町村
には、これからの経済成長に本質
的に重要となる数々の競争優位
性があります。

とはいえ、潜在能力を全面的に発
揮している場所は必ずしも多く
ありません。英国は他の欧州諸国
と比べ、生産性に関する地域格差
が大きいという問題を抱えてい
ます 23。人々の所得、就労機会、
ライフチャンスにその影響が及
んでいます。

国民経済の成長には、英国内の
あらゆる地域に果たすべき役割
があります。都市、成長、権限
委 譲 に 関 す る 各 種 の 取 決 め を
強 力 な 基 盤 と し て 施 策 を 進 め
る と と も に、 地 域 の リ ー ダ ー
と 引 き 続 き 協 力 し、 生 産 性 の
向 上 を 図 り ま す。 そ の た め に、
Local Industrial Strategies
を 策 定 し、Local Enterprise 
Partnerships と Mayoral 
Combined Authorities を 通 じ
て地域リーダーシップをさらに
強化していきます。

また、すべての地域のスキル開
発、緊密に結びついたインフラの
整備、イノベーション力の支援、
住宅建設用地の確保、文化的資産
の拡充など、新たな施策を幅広く
実施します。

政府は、スコットランド、ウェー
ルズ、北アイルランドのコミュ
ニティを対象とする野心的計画
も、各自治政府と連携して実施し
ます。

ま た、Northern Powerhouse
と Midlands Engine の構築も続
行し、英国全土のコミュニティを
繁栄に導きます。

「英国の都市や町村に
は、これからの経済成
長に本質的に重要と
なる数々の競争優位
性があります」
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基本的アプローチと主要政策

地域経済の成長にとって最大の推進力となるのは、その地域に暮し、
働き、事業を行う人々です。

適正な経済地理
英国政府は、地域社会とパートナーシップを
組んで Local Industrial Strategies を策定
します。これは地域レベルで策定し、政府が
承認する産業戦略です。この戦略は、スキル
の改善、イノベーションの拡大、インフラ拡
充、企業の成長を目的として優先課題を特定
するのに役立ちます。また、地域レベルの資
金の流れの利用や、全国的プログラムのもと
での支出の手引きともなります。2019 年 3
月までに最初のLocal Industrial Strategies
が合意される予定です。

政 府 は す で に、Northern Powerhouse と
Midlands Engine にある回廊地帯について、
共通する課題に取り組むための協働を奨励し
ています。

このアプローチは現在、国全体に拡大され
て い ま す。Cambridge–Milton Keynes–
Oxford の 3 都市を結ぶ回廊地帯では、イ
ンフラ、住宅、ビジネス投資、開発事業の
野心的プログラムが策定されました。政府
は ま た、Thames Estuary 2050 Growth 
Commission とも協力して将来的ビジョン
の策定をめざしており、Thames Estuary 地
域の自治体とともに住宅分野の野心的な取決
めの可能性を探ります。

生産性の柱
アイデア ― 地域社会と協力し、Science and 
Innovation Audits の情報も活用しつつ、イ
ノベーションのエコシステムを育成する方策
を定めます その支援として、年間 1 億 1,500
万 ポ ン ド を 投 入 し て Strength in Places 
Fund を新設します。

こ こ で は 各 地 の 有 力 分 野 を 基 盤 と し つ
つ、大学、地域雇用者、Local Enterprise 
Partnerships、および自治政府の同種の機関
が提案する協働プログラムに資金提供を行い
ます。

人 材 ― 既 存 の 支 援 策 を 基 盤 と し つ つ、
Teacher Development Premium の試験的
実施に 4,200 万ポンドを投入し、要支援分野
の教師を支援します。

インフラ ― 例えば High Speed 2 等のプロ
ジェクトの実施で都市間の接続性を改善し、
地域ごとの経済成長を引き続き相互に結んで
いきます。

ビ ジ ネ ス ― 地 域 企 業 を 支 援 し、 例 え ば、 
規 制 枠 組 み の 適 用・ 調 整 に 関 し て Local 
Enterprise Partnerships に支援を提供しま
す。これにより、当該規制枠組みが地域ビジ
ネスのニーズに焦点を合わせ、規制の実施を
簡素化できます。
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英国全体の協力
政府は、スコットランド、ウェー
ルズ、北アイルランドのコミュ
ニティを対象とする野心的計画
も、各自治政府と連携して実施し
ます。

今後数年間の経済政策が策定さ
れつつある現在、本 Industrial 
Strategy は、英国全土のコミュ
ニティがダイナミックで豊かな
未来を形作る、新たな機会を生み
出していきます。

「2010 年 以 来、
City, Growth and 

Devolution Deals の
もとで権限と資金が
地域に委譲され、地
域の優先課題につい
て地域自らが戦略的
判断を下せるように
なっています」
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結論
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英国と世界
現在、新しいテクノロジーの登場を背景に、前例のない経済的変化が
起こっています。英国が、繁栄を手にする強力な立場を築くべき時は、
今をおいて他にありません。
本 Industrial Strategy では、英国経済の将
来的ビジョンを説明し、英国民の生産性、収
益力、クオリティオブライフを向上させる戦
略を定めています。その目的は、2030 年ま
でに英国全体の生産性と収益力を大きく改善
することにあります。インフラの大規模・広
範な整備と繁栄するコミュニティの実現を通
じて、英国を世界一イノベーション力のある
経済国家、そして、起業と事業拡大に最適の
国にしていきます。

本戦略にもとづき、政府は今後数年間、現在
の好機を活用し改善点に対処するために、産
業界、学界、研究機関、市民社会組織と協力
していきます。その基盤となるのは、英国が
もつ多くの強みです。政府は、アイデア、人
材、インフラ、ビジネス環境、地域社会とい
う生産性の 5 つの柱に重点をおき、これを拡
充していきます。

とはいえ、世界は現在、急速に変化していま
す。Industrial Strategy の成功には、敏捷性
と忍耐力の両方が求められます。明確で一貫
性のある方向付け、政策、諸機関を整え、企
業、投資家、地域リーダー、大学、研究者の信
頼を得ることを通じて、共通の将来ビジョン
への投資を促していく必要があります。しか

し変化への柔軟性もまた必要です。したがっ
て本 Industrial Strategy は、経済の変化、生
産性への影響、現行の施策の有効性の分析に
もとづいて、継続的にアップデートしていく
予定です。Industrial Strategy Councilが成
功に向けたアプローチの適切性を確保してい
きます。

しかし、リベラルで先進的な開放経済国家を
めざすことに変わりはありません。基本原理
は競争、自由貿易、高い規制水準です。英国
の戦略はまた、明らかに国際的性格をもつ戦
略でもあります。世界屈指の開放経済国家と
して、海外からの投資を歓迎し、グローバル
なサプライチェーンに参加し、世界中の国々
と品物・サービスを取引するという英国の伝
統は、これからも引き継いでいきます。そし
て国際社会の一員として果たすべき責務も、
忠実に果たしていきます。例えば、クリーン
エネルギーは単なる経済的チャンスではあり
ません。気候変動に取り組むための倫理的義
務として、英国は推進していきます。
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欧州連合離脱のプロセスについては、将来の
経済関係に関する交渉が進められており、そ
のなかで幾分の不透明性も生じています。英
国は、今後も EU と密接なパートナーシップ
を結んでいきたいと考えています。サプライ
チェーンの混乱や、最大の貿易相手との間に
障壁を築くことは避けたいからです。英国は
国内に居住する欧州市民の権利を尊重するに
とどまらず、欧州市民が今後も引き続き英国
で就労し、英国経済に貢献することができる
ような仕組みを整えていきます。研究調査分
野でも、英国と欧州のすべての国はパート
ナーシップを通じて利益を得られます。英国
政府は、主な科学、研究、テクノロジーのイ
ニシアチブに関して、EU との協力関係を維持
していきたいと考えています。英国は欧州連
合を離脱します。しかし、欧州そのものから
離脱するわけではありません。

英国はまた、さらに広い世界において、機会
と新しいイノベーションを積極的に受け入れ
ていきます。今後は、経済成長著しい世界の
国々への輸出や販売促進に、さらに力を入れ
ていかねばなりません。これらの国々では、英
国が生産する品物ばかりでなく、ツーリズム、
ヘルスケアから、プロフェッショナルサービ
ス・金融サービス、文化的コラボレーショにい
たるまで、世界トップクラスの英国のサービ
スについても多大な潜在需要が存在します。
英国は規格・規制の国際的制定機関にも、AI
やデータ保護等、将来性のある新興産業分野
を中心に、積極的に参加していきます。

英国は現在、そして将来にわたって、グロー
バルな経済大国であり続けます。Industrial 
Strategy は、英国を未来にふさわしい国にす
ることを野心的目標として掲げています。一
致団結してすべての国民の生産性と収益力を
向上させ、自信に満ち、広く外に開かれた国
家を作り上げていきます。
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